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福祉用具貸与における「踏み台付き手すり」の取り扱いについて（通知） 

 

時下ますますご清栄のこととお喜び申し上げます。 

平素から介護保険事業の推進につきまして、多大なご協力をいただき厚くお礼申し上げま

す。 

宇部市において、福祉用具貸与の「手すり」と、福祉用具貸与の給付対象ではない「段差

解消」を目的とする「踏み台」が一体的となっている「踏み台付き手すり」は、福祉用具貸

与の保険給付の対象外と判断することとします。（下記１（３）から） 

「段差解消」については、住宅改修で給付対象となることから、原則住宅改修での

対応をお願いします。 

これにより、令和７年４月１日以降、新規に当該福祉用具（一体的なもの）の貸与は給付対

象外となります。現在、当該福祉用具（一体的なもの）の貸与を利用中の被保険者を担当さ

れている福祉用具事業者及び介護支援専門員は、令和７年 9 月末までに、当該福祉用具貸与

以外の方法に移行してください。 

 なお、やむを得ない事由がある場合は、市へ個別にご相談ください。 

記 

１、根拠 

「介護保険の給付対象となる福祉用具及び住宅改修の取扱いについて（平成１２年１月 

３１日老企第３４号）」 

  複合的機能を有する福祉用具について２つ以上の機能を有する福祉用具については、次の

とおり取り扱う。 

（１）それぞれの機能を有する部分を区分できる場合には、それぞれの機能に着目して部分ご 

  とに１つの福祉用具として判断する。 

（２）区分できない場合であって、購入告示に掲げる特定福祉用具の種目に該当する機能が含 

   まれているときは、福祉用具全体を当該特定福祉用具として判断する。 

（３）福祉用具貸与の種目及び特定福祉用具の種目に該当しない機能が含まれる場合は、法に 

基づく保険給付の対象外として取り扱う。 

但し、当該福祉用具の機能を高める外部との通信機能を有するもののうち、認知症老人 

徘徊関知機器において、当該福祉用具の種目に相当する部分と当該通信機能に相当する 

部分が区分できる場合には、当該福祉用具の種目に相当する部分に限り給付対象とす 

る。 



２、留意事項 

    単独で一つの製品として使用できる手すりを介護保険で貸与しており、身体状況を鑑

みて、区分可能な状態の「手すりに固定できる踏み台」をオプションとして、自費で利

用することについては、利用者の選択の範囲内であると考えます。（上記（１）から可） 

   なお、これは宇部市での取り扱いです。保険者により判断が異なる場合がありますの 

でご注意ください。 
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